
国政に対する基本的な考え方

自由民主党
平和で公正な国際社会の中で、国全

体が経済成長するだけでなく、一人

ひとりの国民も、経済的にも心の面

でも豊かに暮らせる社会。誰もが、

自ら希望する学び、やりたい仕事に

チャレンジでき、それぞれが望む人

生を実現できる社会。社会保障や治

安、災害対策が充実し、安全で安心

して暮らせる社会。
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わが国周辺の安全保障環境が厳しさ

を増しているほか、ウクライナ情勢

や原油高などに伴う物価の上昇、深

刻化する少子化などにより、国民に

不安が広がりつつある。新型コロナ

の状況を踏まえて必要な対策をとり

つつ、社会・経済活動を再開し、ポ

ストコロナに向けた次なる成長戦略

に着手するべき時期にきている。

国際社会と連携してウクライナ問題を

解決するとともに、食料や物資等のサ

プライチェーンを強化することで物価

の安定を図る必要がある。厳しさを増

す安全保障環境に対応するとともに、

成長と分配の好循環を創ることで国民

生活の向上を図る。社会保障・子育て

支援、災害対策等の充実によって国民

の安心をより確かにする。

公明党
資本主義の課題を是正するとともに、

すべての世代をカバーする「全世代型

社会保障」を確立し、国民が安心して

日本に住み続けられる社会を目指す。

官民が一体となって、科学技術・イノ

ベーション、DX、GX への投資を通

じて世界に冠たる経済産業国家をつく

る。防災・減災・国土強靭化を推進し、

強靭で持続可能な国土をつくる。

新型コロナウィルス、ロシアのウク

ライナ侵略、気候変動問題など、世

界的な構造変化の荒波を受けている

と同時に、国内では、人口減少・少子

化、権威主義国家からの地政学的脅

威、国民生活の悪化、自然災害の頻発

化・激甚化など、諸課題に直面して

いる。

まずは、コロナ禍で傷んだ中小企業

や生活者に対して、原油、原材料、

穀物等の高騰対策などにより、その

影響を極力緩和するよう施策を集中

する。加速する出生率の低下を防ぎ、

少子化に歯止めをかける。生産性の向

上による賃金上昇を目指す。

立憲民主党
国家の平和、経済、雇用、教育、食料、

エネルギー、社会保障など全ての政

策を「生活」の観点から捉え、暮ら

しに「安心」を届け、この国の平和

と一人ひとりの「命」を守り、「人へ

の投資」で、支え合いの社会をつくる。

生まれ育った環境にかかわらず、誰

もが同じスタートラインに立てる社

会を目指す。

この 30 年間、我が国の人口減少は

いっそう進み、地方は衰退を続け、

雇用環境の不安定さと経済格差は拡

大し、教育、老後の生活にまで格差

が拡大してきた。そして今、感染症、

気候危機、武力侵攻などが、我が国

の経済にも大きな影響を与え、多く

の国民や事業者が収入減と物価高に

苦しんでいる。

新自由主義的な経済政策や規制緩和

が、非正規雇用の増加、実質賃金の

低迷を招き、格差を拡大してきた。

格差が社会を分断し、一握りの富裕

層がより豊かになる一方で、世代を

超えた格差の連鎖が起きている。人

への投資で格差拡大を食い止め、持

続可能で支え合い助け合う社会を築

く。

日本維新の会
「自立する個人、自立する地域、自立

する国家」が党の理念である。その

うえで、①地方主導による統治機構改

革、②地方政府の強化と国会機能の強

化、③自由競争による切磋琢磨と手厚

いセーフティネットの構築、④持続可

能な社会保障の実現、⑤国際社会にお

いてリーダーシップを発揮する日本

を未来社会として目指している。

人口減少・少子高齢化、東京一極集

中と地方の衰退、規制による産業競

争力の消失、国と地方の役割分担の

曖昧さによる国会議論の遅滞、我が

国の安全保障を取り巻く脅威などが

現代の日本社会が抱える課題であり、

我が党はこうした現実から目を背け

ることなく、これからの世代のため

の新しい日本を創り上げていく。

１統治機構改革、２地方分権と東京

一極集中の是正、３既得権益と戦う

成長戦略、４小さな行政機構、５受

益と負担の公平、６現役世代の活性

化と一人も取り残さない社会の実現、

７機会平等、８法の支配を新たな日

本の実現のための基本的政策方針と

して掲げており、この方針に沿って、

上記課題を解決していきたい。

国民民主党
とにかく給料が上がる経済を取り戻

す。物価上昇を上回る給料アップを国

家目標に。「教育国債」で経済成長の

源である「人への投資」を倍増させ、

出産・子育て・教育にお金のかからな

い国にする。「自分の国は自分で守る」

ため、専守防衛に徹しつつ必要な防衛

費を増やす。食料やエネルギー、医薬

品などの海外依存を低くする。

円安と原油高で景気が悪いのに物価が

上がる「スタグフレーション」に陥り

つつある。実質賃金が２５年以上下が

り続けている国は世界でも日本だけ。

年金や少子化など将来不安の根源もそ

こにある。中長期的には人口減少が最

大の課題。資源のない我が国にとって

技術革新を起こせる人材を育てない

と、経済成長も賃金上昇もない。

円安・原油高による物価高騰、下が

り続ける実質賃金（手取り）、効果の

薄い経済対策、電気料金の高騰及び

電力不足、人口減少、ＡＩ時代の人材

不足、子育て・教育にお金がかかり

すぎる、子ども関係給付の所得制限、

国際競争力の低下、食料・エネルギー・

ワクチンの海外依存、給付金がすぐ

に届かない、非正規雇用の増加など
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２０２２年度 ６月例会 公開討論会 政策比較
政策分野の注力度（予算を 100 ポイント持っているとしたときに、各分野への配分）

安全・防災・震災復興20 ポイント

安全・防災・震災復興8 ポイント 安全・防災・震災復興10 ポイント 安全・防災・震災復興10 ポイント

行政・議会改革0 ポイント

行政・議会改革3 ポイント

行政・議会改革10 ポイント
行政・議会改革15 ポイント

環境・エネルギー10 ポイント

環境・エネルギー8 ポイント

環境・エネルギー10 ポイント 環境・エネルギー0 ポイント

労働 10 ポイント

労働 18 ポイント

労働 5 ポイント

労働 5 ポイント

税財政・財政再建0 ポイント 税財政・財政再建8 ポイント 税財政・財政再建10 ポイント

税財政・財政再建0 ポイント

農林漁業 5 ポイント
農林漁業 3 ポイント 農林漁業 5 ポイント

農林漁業 10 ポイント

教育・子育て20 ポイント
教育・子育て20 ポイント 教育・子育て15 ポイント

教育・子育て20 ポイント

社会資本整備5 ポイント

社会資本整備10 ポイント
社会資本整備10 ポイント

社会資本整備10 ポイント

産業政策 5 ポイント

産業政策 12 ポイント
産業政策 10 ポイント 産業政策 20 ポイント

社会保障 25 ポイント

社会保障 10 ポイント
社会保障 15 ポイント

社会保障 10 ポイント

自由民主党 公明党 立憲民主党 日本維新の会 国民民主党

※０ポイントの物は予算を
　「下げる」ため敢えて配分しません。

※どの分野も重要であり、
　配分は行っておりません。



政策

分野

手段

期限

数値
目標

予算

自由民主党 公明党 立憲民主党 日本維新の会 国民民主党
課題を解決するための重要政策　第 1 優先（「政策分野の注力度」の中で選ぶ）

外交・安全保障

安全・防災・震災復興
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　なお、日本共産党とれいわ新選組からは締め切り日までに回答が得られず、掲載無しの了承を得ています。

２０２２年度 ６月例会 公開討論会 政策比較

平和で公正な国際社会の実現は、国
家・国民の繁栄の大前提。ロシアの
ウクライナ侵略、
中国や北朝鮮の軍事力強化など、安
全保障環境が加速度的に厳しさを増
す中、外交力、抑止力および対処力
を強化するとともに、自由で公正な
経済秩序の構築、環境問題への対応、
人権尊重などにおいて、世界の中で
主導的な役割を果たす。

経済再生

経済再生

来年をめどに賃金上昇の流れ
を作る。

原油・物価高騰への対応策実行と同時に、
「人への投資」を抜本的に強化。政労士
合意のもと、第三者委員会を設置し持
続的な賃上げ水準の目安を明示する。
公的給与（看護師や介護士等）を引き
上げ、賃上げした企業の法人税軽減、
政府調達の優先や下請けいじめの監視
等、賃上げ環境整備を進める。また、
職業訓練、クリーンエネルギーへの転換、
デジタル基盤整備、イノベーション創
出に注力し、経済活性化を実現する。

物価高と戦う

税財政・財政再建、産業政策、
社会保障

短期的な対策から中長期的な
施策まで含む

家計の負担軽減と所得の増加を図
り、消費を起点とした経済の活性化
を実現する（※結果として経済指標
の改善は期待される）。

・税率５％への時限的な消費税減税
・トリガー条項の発動、各油種に対
する購入費補助
・小麦高騰対策、農業生産資材高騰
対策
・金融政策のあり方の見直し
・最低賃金引き上げ
・年金生活者支援給付金の増額
・月１万円の家賃補助
・給付付き税額控除の導入
・事業復活支援金の支給上限額倍増
・中小企業のコロナ債務負担軽減
・インボイス制度の廃止

出産費用の無償化

教育・子育て

来年度

国民健康保険に加入している 
全ての 国民（ 妊婦 ）が対象。

約 4000 億円

出産にかかる医療を保険適用とし、
自己負担分となる 3 割については十
分にカバーできる「出産育児バウ
チャー（クーポン）」を支給するこ
とで、自己負担が一切生じることな
く出産できる環境を実現する

「給料が上がる経済」を実現

税財政財政再建（のうち財政
政策）、産業政策、労働

10 年間

賃金上昇率を物価上昇率
+2%にまで引き上げる

50 兆円（10 年間）

積極財政と金融緩和で消費や投資を
活性化し、労働需給を好転させるこ
とで、物価を上回る賃金アップを実
現する。「大規模、長期、計画的」
な産業投資を行い、成長に資する規
制改革を実行する。賃金を上げた企
業は法人税に加え固定資産税や消費
税を減税する。正社員を雇用した中
小企業は社会保険料の事業主負担を
半減する。



政策

分野

手段

期限
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目標

予算

自由民主党 公明党 立憲民主党 日本維新の会 国民民主党
課題を解決するための重要政策　第２優先（「政策分野の注力度」の中で選ぶ）

物価高騰対策を含む経済政策

産業政策、労働、少子化対策・
教育・子育て
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２０２２年度 ６月例会 公開討論会 政策比較

電気・ガス料金の値上りや電力の安
定供給に、国民生活の視点から万全
の対応をとるとともに、サプライ
チェーンの強化や生活者・事業者へ
の支援など物価高騰対策を実行。人、
技術、スタートアップ、ＧＸ、ＤＸな
どへの投資を拡大し日本経済全体を
大きくするとともに、国民の所得を
増やし、成長と分配の好循環を創り
だす。

全世代型社会保障の構築

「子育て応援トータルプラン」を年
内に策定し、少子化の流れを止める
国家戦略構想を作る。出産育児一時
金の増額（50 万円）、高 3 まで医療
費無償化、給付型奨学金の対象拡大
等、経済的支援を段階的に充実させ
る。認知症の方（’25 年には高齢者の
五人に一人が認知症になると言われ
ている）、その家族等への支援、ヤ
ングケアラーへの支援を拡充する。

教育の無償化

教育・子育て

短期的な対策から中長期的な
施策まで含む

子ども・子育て関連予算につ
いて、現状の倍増を目指す

防衛予算の増強

安全・防災・震災復興

来年度

GDP比 2%

約 10 兆円

防衛費の GDP 比 1％枠を撤廃し、
まずは GDP 比 2％を一つの目安と
して増額することを目指し、他国か
らの武力による侵略や、テロ、サイ
バー攻撃、宇宙空間に対する防衛体
制を総合的に強化し、国民の生命と
財産を真に守れる「積極防衛能力」
の整備を図る。

「人づくり」こそ国づくり

教育子育て、労働

10 年間

教育・科学技術予算を倍増さ
せ、年間 10 兆円規模に

現行 50 兆円＋上乗せ 50 兆円
（10 年間）

教育国債で「人への投資」倍増。児
童手当や幼保無償化など子ども関係
給付の所得制限を撤廃。義務教育を 
3 歳からとし、給食教材費や修学旅
行費も含め高校までの教育完全無償
化。児 童 手 当 を 18 歳 ま で 月 額
15000 円に拡充し、子ども 3 人で計
1000 万円を支援。職業訓練と生活支
援給付を組み合わせた求職者ベー
シックインカム制度を創設。

少子化（＝出生率低下）の流
れを止める。

「子育て応援トータルプラン」
を具体化する中で必要額を決
める。

約 16.8 兆円　( 子ども・子育て関連支
出の対 GDP 比は、2019 年度で 1.73％
（＝9兆 6,730億円）だが、立憲民主党は、
対 GDP 比を 3％台、約 16.8 兆円台に
する )

・国公立大学授業料の無償化、私立
大学生や専門学校生に対しての国公
立大学と同額程度の負担軽減の実
施、奨学金制度の拡充。
・公立小中学校の給食無償化
・児童手当の高校卒業年次まで月額
1 万 5 千円への延長・増額と、所得
制限の撤廃、等



政策

分野

手段

期限

数値
目標

予算

自由民主党 公明党 立憲民主党 日本維新の会 国民民主党
課題を解決するための重要政策　第３優先（「政策分野の注力度」の中で選ぶ）

国民の安全・安心の確保

社会保障、少子化対策・教育・
子育て、安全・防災・震災復
興 
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　なお、日本共産党とれいわ新選組からは締め切り日までに回答が得られず、掲載無しの了承を得ています。

２０２２年度 ６月例会 公開討論会 政策比較

持続可能な年金・医療・介護などの
全世代型社会保障を構築するととも
に、手厚い少子化対策・子育て支援、
サイバーセキュリティ、特殊詐欺、
ストーカー・ＤＶ・性犯罪・児童虐待・
いじめ、孤独・孤立などへの対策に
よって安全・安心な社会を実現。大
規模地震や豪雨災害などへの備えに
より、国民の生命・財産・暮らしを
守る。

安全保障

まず、ウクライナへの人道支援に徹し
て取り組む。専守防衛の下、日米同盟・
平和安全法制を軸に、抑止力の一層の
向上を図る。その上で、必要な防衛力
の強化を進める。非核三原則を堅持し、
核保有国・非保有国の橋渡しをしつつ核
兵器禁止条約への批准を目指す。

着実な安全保障

安全・防災・震災復興

できるだけ早期に

北朝鮮のミサイル発射０、中
国公船の領海侵入０

日米、日米韓、そして中国や EU そ
の他の国際社会とも連携して、国際
法違反の核・ミサイル開発や力によ
る現状変更は決して許されないとい
う国際秩序を維持、強化すると同時
に、我が国の防衛力を強化し、日米
を始め友好国との安全保障連携を強
化し抑止力を高める。

身を切る改革

行政・議会改革

今年度中

歳費の 3割カット等

なし

国会議員の定数・報酬を３割削減す
るとともに、文通費の完全な情報公
開を断行するなど、議員特権の抜本
的な見直しを行う。

自分の国は「自分で守る」

防衛、社会資本整備、農林漁
業

無制限

必要な防衛費を増額
海上保安庁予算倍増 (0.2 兆
円 )

自分の国は「自分で守る」との理念
に基づき、自立的な安全保障体制を
めざす。サイバー、宇宙、電磁波な
ど新たな領域に対処するため、専守
防衛に徹しつつ、必要な防衛費を増
やす。電気料金高騰と電力不足に対
応するため、安全基準を満たした原
子力発電所は再稼働し、次世代炉等
へのリプレース（建て替え）を進め
る。

真に必要な防衛費を精査し、
適切な予算措置をとる。

同上

防衛力の強化のため予算が積みあが
る可能性はあるが、期限を区切って
NATO 並 GDP２％という総額あり
きの予算編成は合理性に欠ける。  日
米同盟の抑止力を高めるため、日米
同盟を基軸に戦略的に我が国の防衛
力を強化する。サイバー、宇宙、AI
など新たな分野、統合防空・ミサイ
ル対処能力の向上などにメリハリの
効いた予算編成を行う。



討論会であつかうテーマ別政策

自由民主党

NATO 諸国の水準も念頭に必要
な防衛関係費を積み上げ、来年
度から５年以内に、防衛力の抜
本的強化に必要な予算水準の達
成を目指す。最先端技術による
能力強化と、わが国への武力攻
撃に対する反撃能力の保有を図
る。
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２０２２年度 ６月例会 公開討論会 政策比較

※候補者へヒアリングシートを送付し回答が得られたものをもとに２０２２年６月１７日現在で作成しました。
　なお、日本共産党とれいわ新選組からは締め切り日までに回答が得られず、掲載無しの了承を得ています。

国民の命と健康を最優先にする
という姿勢は不変。変異後のウ
イルスの特性や、最新の科学的
知見、感染状況等に基づき、感
染対策と社会・経済活動のバラ
ンスを適切に見直し、国民に対
して丁寧に説明することが重要。

コロナの感染状況や最新の科学
的知見等に基づき、観光需要の
喚起等により社会・経済活動を
拡大してコロナ前の社会を取り
戻す。更に人や技術、スタート
アップ等への投資で経済を成長
させ、国民所得の向上につなげ
る。

公明党

年々厳しさを増すわが国の安全
保障環境を鑑み、専守防衛の下、
日米同盟による防衛協力体制を
堅持。さらに、平和安全法制に
よって高められた抑止力・対処力
をさらに強化させていくことに
より、隙間のない安全保障体制
を構築する。

今後は「社会経済活動の継続と
感染症対策の両立」を目指して、
徹底した科学的調査とデータ把
握、正確な情報発信と効果的な
対策を担う司令塔機能「日本版 
CDC」を設立し基準を示すこと
によって、国民がより安心して
生活できる社会構築を目指す。

最も疲弊している中小企業の
方々の賃金を持続的に引き上げ
る為、中立的な「第三者委員会」
を設け、データに基く適正な賃
上げを実現。また、インバウン
ド消費の早期回復を実現し、地
方経済・雇用を支える観光立国
の戦略的復活を目指す。

立憲民主党

防衛費は必要なところに必要な
予算を付けるべき。しかし自衛
権の拡大については慎重に地に
足を付けた議論をするべき。加
えて重要なインフラについても
対サイバー攻撃含め強化するべ
き。また外交力も両輪で重要。 
   

コロナの死亡率、重症化率は下
がってきている。エビデンスを
基にした 上でマスク着用や経済
活動のあり方もメリハリを付け
つつ緩和を検討するべき。リス
クが高いのは、密閉した空間で、
長時間しゃべるこ と。

コロナによるサプライチェーン
の棄損や、戦争などで、物価高
は簡単には解消されない 。消費
税減税で物価高に対応すると共
に、新しい資本主義の初心に返
り、賃金が上がる経済構造の実
現にこだわるべき。

日本維新の会

防衛費の GDP比1％枠を撤廃し、
まずは GDP 比 2％を一つの目安
として増額。憲法９条を改正し
て自衛隊の存在を明記し、抜本
的な待遇改善と強化を図る。経
済安保分野についても外資規制
を強化する。

治療やワクチンにかかる費用は
無償を継続しながら、新型コロ
ナウイルス感染症の感染症上の
位置づけを 5 類感染症とし、国
民の命と健康を守るとともに、
社会活動の正常化を目指すべき
である。

短期的には減税や社会保険料減
免などを最優先で実現する。長
期的には、セーフティネットを
整えながら労働市場改革（雇用
の流動化）を行うことで、生産
性を向上させ経済成長と格差解
消を実現する。

国民民主党

自国を自分で守る意思と能力を
示す。防衛費は金額ありきでは
なく、サイバー・宇宙・電磁波
など新たな領域や索敵能力、核
抑止力の向上など、時代に合っ
た抑止力と自衛のための打撃力
の整備に何が必要か議論すべき。

結核などと同じ２類相当となっ
ている感染症法上の分類を見直
し、法改正により「４ .５類」を
新設する。保健所への全数届出
義務や強制入院措置はなくす一
方、国などの病床確保義務と検
査・入院費用の公費負担は残す。

積極財政で経済を元気にする。
１人１０万円の「インフレ手当」
と消費税・ガソリン税減税など
当面の物価対策で２０兆、今後
１０年間でデジタル・環境など
に１００兆、「人への投資」倍増
に１００兆の計２２０兆円を投
資。

【 テ ー マ １ 】 国 防 に つ き ま し て 、Ｎ Ａ Ｔ Ｏ は 加 盟 国 に 各 異 国 の 防 衛 費 を Ｇ Ｄ Ｐ 費 ２ ％ 以 上 の 水 準 に す る よ う 求 め て お り 、 ロ シ ア に よ る ウ ク ラ イ ナ 侵 略
を 踏 ま え 、 ド イ ツ や デ ン マ ー ク な ど 引 き 上 げ 方 針 を 打 ち 出 し た 国 家 も 出 て き て い ま す 。 日 本 で は ２ ２ 年 度 予 算 に お い て は １ ％ 程 度 に と ど ま っ て い ま
す が 、 政 府 は 現 在 増 額 の 方 向 で 調 整 し て い ま す 。 そ の よ う な 中 、 今 後 ど の よ う に し て 国 民 や 国 土 を 守 る の か を お 聞 か せ く だ さ い 。

【 テ ー マ ２ 】 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 に つ き ま し て 、 政 府 か ら 「 マ ス ク 着 用 に つ い て の 考 え 方 」 が 公 表 さ れ 、 世 論 調 査 で も そ の 考 え 方 を 適 切 で
あ る 、 ま た は 更 に 緩 和 す べ き だ と す る 回 答 が ７ 割 を 超 え ま し た 。 ま た 、 感 染 防 止 と 経 済 活 動 の ど ち ら を 優 先 す る か と い う 質 問 に も 半 数 以 上 が 経 済 活
動 を 優 先 し た い と 考 え て い ま す 。 こ れ か ら ど の よ う な 基 準 で 対 策 し て い く の か 、 ど の よ う な 対 応 を 国 民 に 求 め る べ き な の か を お 聞 か せ く だ さ い 。

【 テ ー マ ３ 】 経 済 対 策 に つ き ま し て 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 流 行 の 影 響 に よ り 、 様 々 な 業 界 に お い て 収 益 減 と な っ て お り 、 今 後 も 影 響 が 続 く と 考
え ら れ ま す 。ア フ タ ー コ ロ ナ 時 代 に お い て 景 気 刺 激 な ど を は じ め と し た 経 済 対 策 は 重 要 で す が 、そ の 具 体 的 な 手 法 と 方 向 性 に つ い て お 聞 か せ く だ さ い 。




